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市県民税特別徴収関係書類の送付について

　時下、ますます御清栄のこととお喜び申しあげます。平素から税務行政に格別のご協力を賜わり厚くお礼
申しあげます。
　さて、市県民税の特別徴収税額を別途通知書のとおり決定いたしました。つきましては、特別徴収税額
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＜特別徴収の取扱要領＞
１．特別徴収について

毎年４月１日の現況において、給与の支払を受けている給与所得者について、当該給与所得者の前年中の給与所得に係る市県民税を、給与の
支払いをしている者（特別徴収義務者：給与の支払いをする者のうち所得税の源泉徴収義務を有する者）が給与の支払いと同時に徴収し、
市に納入していただくことが市県民税の特別徴収の制度です。

２．特別徴収税額の通知について
特別徴収の方法で徴収する場合は、特別徴収義務者を経由して 5月 31日までに各納税義務者に通知することになっていますので、同封の
通知書はすみやかに各納税義務者にお渡しください。

３．納入期限
○給与分……６月から翌年５月までの給与の支払いをする際、毎月徴収し、翌月の 10日（土曜日・日曜日および祝日のときはその翌日）

までに納入してください。
○退職分……退職手当等の支払いをする際に徴収し、翌月の 10日（土曜日・日曜日および祝日のときはその翌日）までに納入してください。

４．納入場所
特別徴収税額を納入されるときは、郵便局又は次の金融機関をご利用下さい。

　　　　千 葉 興 業 銀 行　　　　　　　　　銚 子 信 用 金 庫　　　　　　　　　千 葉 銀 行
　　　　銚 子 商 工 信 用 組 合　　　　　　　　　京 葉 銀 行　　　　　　　　　ちばみどり農業協同組合
　　　　かとり農業協同組合　東庄支店　　　　　　　　　東日本信用漁業協同組合連合会
　　※ゆうちょ銀行・郵便局をご利用される場合は、つづり込みの「ゆうちょ銀行店長・郵便局長あて指定通知書」を提出のうえ納入してください。

５．延滞金について
納期限までに税金を完納されないときは、納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年 14.6％（当該納期限の翌日から起算して１か月を
経過する日までの期間については年 7.3％）の割合を乗じて計算した延滞金を加算して徴収します。ただし、当該年の前年の租税特別措置法第 93条
第 2項に規定する平均貸付割合に年１％の割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」という。）が年 7.3％の割合に満たない場合には、
その年中においては、年 14.6％の割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年 7.3％の割合を加算した割合とし、年 7.3％の割合にあっては
当該延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3％の割合を超える場合には、年 7.3％の割合）を乗じて計算した
延滞金を加算して徴収します。

６．納税者が異動された場合
退職・転勤等の事由により異動が生じた場合は、つづり込みにある「異動届出書」を必ず異動のあった翌月の 10日までに提出してください。
特に退職の場合は、納税者に迷惑のかかる場合もありますので至急お願いいたします。

７．特別徴収義務者の所在地・名称等に変更があった場合
変更があったときは、その都度つづり込みにある「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」を提出してください。

８．納税者が新規に特別徴収を希望する場合
納税者から新規に特別徴収の申し出があり、給与支払者において特別徴収が可能な場合は、つづり込みにある「特別徴収切替届出（依頼）書」
を提出してください。
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異
動
報
告
用
紙

１
　
異
動
が
あ
っ
た
場
合
は
、
翌
月
10
日
ま
で
に
届
出
書
を
必
ず
お
送
り
く
だ
さ
い
。

２
　
異
動
の
事
由
が
生
じ
た
日
の
属
す
る
月
の
月
割
額
ま
で
徴
収
し
て
く
だ
さ
い
。

３
　
中
途
退
職
者
の
特
別
徴
収
税
額
に
係
る
残
税
額
の
一
括
徴
収
義
務

（
1）

退
職
の
日
が
6
月
1
日
か
ら
12
月
31
日
ま
で
の
場
合

納
税
義
務
者
本
人
か
ら
退
職
の
日
の
属
す
る
月
の
末
日
ま
で
に
、そ
の
月
の
翌
月
以
降
の
月
割
額（
残

税
額
）
を
一
括
徴
収
さ
れ
た
い
旨
の
申
し
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、
退
職
の
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
以

降
の
月
割
額
を
一
括
徴
収
し
て
、
そ
の
徴
収
し
た
月
の
翌
月
10
日
ま
で
に
納
入
し
て
く
だ
さ
い
。

（
2）

退
職
の
日
が
翌
年
1
月
1
日
か
ら
4
月
30
日
ま
で
の
場
合

5
月
31
日
ま
で
の
間
に
支
払
わ
れ
る
べ
き
給
与
又
は
、
退
職
手
当
等
の
合
計
額
が
残
税
額
を
超
え

る
と
き
に
限
り
、
残
税
額
を
一
括
徴
収
し
て
、
そ
の
徴
収
し
た
月
の
翌
月
10
日
ま
で
に
納
入
し
て

く
だ
さ
い
。

４
　
用
紙
不
足
の
と
き
は
、
旭
市
役
所
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ（
ht
tp
s:
//
w
w
w
.c
ity
.a
sa
hi
.lg
.jp
/）
の
申
請
書
等

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
コ
ー
ナ
ー
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

納
入
書
の
税
額
欄
の
記
入
上
の
お
願
い

　
当
市
で
は
、
納
入
書
の
光
学
式
文
字
読
取
装
置
（
Ｏ
Ｃ
Ｒ
）
に
よ
る
収
納
消
込
処
理
を
行
っ
て
お
り
ま
す

の
で
、
特
別
徴
収
税
額
に
変
更
の
あ
っ
た
場
合
に
は
、
納
入
書
の
納
入
金
額
⑴
欄
に
印
字
さ
れ
て
い
る
税
額

を
横
線
で
抹
消
し
、
納
入
金
額
⑵
欄
に
変
更
さ
れ
た
税
額
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
数
字
は
所
定
の
枠
内
に
明
瞭
に
記
入
し
、
数
字
以
外
の
￥
記
号
等
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

１
．

異
動

が
令

和
　

年
1
2
月

3
1
日

ま
で

で
、

一
括

徴
収

の
申

出
が

な
い

た
め

２
．

令
和

　
年

５
月

3
1
日

ま
で

に
支

払
わ

れ
る

べ
き

給
与

又
は

退
職

手
当

等
の

額
が

未
徴

収
税

額
（

ウ
）

以
下

で
あ

る
た

め

３
．

死
亡

に
よ

る
退

職
で

あ
る

た
め

給
与

支
払

報
告

特
別

徴
収

第第 十十 八八 号号 様様 式式 （ 用 紙 日 本 産 業 規 格 Ａ ４ ） （ 第 十 条 関 係 ）

年
 
度

１
．
現
年
度
　
　
２
．
新
年
度
　
　
３
．
両
年
度

給 与 支 払 者

義 務 者

特 別 徴 収

所
　

在
　

地
〒

特
別
徴
収
義
務
者

指
　
定
　
番
　
号

（
宛

先
）

旭
　

市
長

宛
 
名
 
番
 
号

フ
リ

ガ
ナ

連 絡 先

担 当 者

所
 
属

氏
名

又
は

名
称

氏
 
名

令
和
　
　
年
　
　
月
　
　
日
提
出
 

電
 
話

個
人

番
号

又
は

法
人

番
号

 
←

個
人

番
号

の
記

載
に

当
た

っ
て

は
、

　
 
左

端
を

空
欄

と
し

右
詰

め
で

記
載

給 与 所 得 者

フ
リ

ガ
ナ

異
　

動
　

の
　

事
　

由

氏
　

名
（

ア
）

（
イ

）
（

ウ
）

受
給
者
番
号

１
月

１
日

現
在

の
住

所

円
異
動
後
の

住
 
所

内
線

（
　

　
 
　

　
）

異
動

後
の

未
徴

収
異

 
 
　

動
年

 
月

 
日

生
年

月
日

年
月

日
　

特
別

徴
収

税
額

（
年

税
額

）
徴

収
済

額
未

徴
収

税
額

（
ア

）
－

（
イ

）
税

額
の

徴
収

方
法

個
人

番
号

１
．

２
．

３
．

特
別

徴
収

継
続

一
括

徴
収

普
通

徴
収

月
か

ら

月
ま

で

月
か

ら

月
ま

で

年 月

１
．

２
．

３
．

４
．

５
．

６
．

７
．

退
職

転
勤

休
職

・
長

欠
死

亡
支

払
少

額
・

不
定

期
合

併
・

解
散

そ
の

他

日
円

円
(

本
人

納
付

)

１
．

特
別

徴
収

継
続

の
場

合

新
し

い
勤

務
先

へ
は

、
月

割
額

円
を

月
分

（
翌

月
1
0
日

納
入

期
限

分
）

か
ら

徴
収

し
、

納
入

す
る

よ
う

連
絡

済
み

で
す

。

特 別 徴 収 義 務 者

新 し い 勤 務 先

特
別
徴
収
義
務
者

指
　
定
　
番
　
号

新
規

法
 
人
 
番
 
号

所
　

在
　

地

〒
担 当 者 連 絡 先

所 属 氏 名
フ

リ
ガ

ナ
受

給
者

番
号

氏
名

又
は

名
称

電 話
内

線
（

　
　

 
　

　
）

納
入

書
の

要
否

（
新
規
の
場
合
の
み

記
載
）

１
．

必
要

　
２

．
不

要

２
．

一
括

徴
収

の
場

合
左

記
の

一
括

徴
収

し
た

税
額

は
、

月
分

（
翌

月
1
0
日

納
入

期
限

分
）

で
納

入
し

ま
す

。

理 由

１
．

異
動

が
令

和
　

年
1
2
月

3
1
日

ま
で

で
、

一
括

徴
収

の
申

出
が

あ
っ

た
た

め

２
．

異
動

が
令

和
　

年
１

月
１

日
以

降
で

、
特

別
徴

収
の

継
続

の
申

出
が

な
い

た
め

徴
収

予
定

月
日

徴
収
予
定
額

（
上
記
（
ウ
）
と
同
額
）

月
日

円

３
．

普
通

徴
収

の
場

合
※ 市 町 村 記 入 欄

理 由

に
係

る
給

与
所

得
者

異
動

届
出

書

右
か
ら

番
号
を

記
入

右
か
ら

番
号
を

記
入

事
由
・
理
由

右
か
ら

番
号
を

記
入

右
か
ら

番
号
を

記
入

右
か
ら

番
号
を

記
入

（ ）

［
提

出
先

］
〒

2
8
9
-
2
5
9
5
　

千
葉

県
旭

市
ニ

の
2
1
3
2
番

地
　

旭
市

役
所

税
務

課
課

税
班

01
2-
34
56

〇
〇
県
×
×
市
△
△
１
－
２
－
３

カ
ブ
シ
キ
ガ
イ
シ
ャ
　
マ
ル
バ
ツ
シ
ョ
ウ
ジ

株
式
会
社
　
〇
×
商
事

12
-3
45
67

12
34

人
事
課
人
事
労
務
係

特
徴
　
花
子

00
0-
00
0-
00
00
12
3

ア
サ
ヒ
　
　イ
チ
ロ
ウ

旭
　
　
一
郎

昭
和
50
　
　
　
　1
　
　
　
　
1

旭
市
ニ
の
21
32

12
34
56

14
0,
00
0

6 8 35
,6
00

9 5 10
4,
40
0

XX

8 31

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

（
特
別
徴
収
記
載
例
）

1

9
11
,6
00

1

庶
務
課
社
員
係

特
徴
　
進

11
1-
11
1-
11
11
22
2

98
-7
65
43

65
4-
32
10

〇
〇
県
×
×
市
△
△
１
－
２
－
３

マ
ル
バ
ツ
フ
ド
ウ
サ
ン
　
カ
ブ
シ
キ
ガ
イ
シ
ャ

〇
×
不
動
産
　
カ
ブ
シ
キ
ガ
イ
シ
ャ

転
居
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き

特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、「
個
人
番
号
」は
、

前
勤
務
先
で
は
記
載
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

８
月
末
で
退
職
す
る
給
与
所
得
者
が
、
９
月
末

か
ら
新
し
い
会
社
で
特
別
徴
収
す
る
場
合
。

新
し
い
会
社
で
特
別
徴
収
を

開
始
す
る
月
（
９
月
）
と

そ
の
月
割
額
を
記
載
し
ま
す
。

記
載
例
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記
載
例

記
載
例

１
．

異
動

が
令

和
　

年
1
2
月

3
1
日

ま
で

で
、

一
括

徴
収

の
申

出
が

な
い

た
め

２
．

令
和

　
年

５
月

3
1
日

ま
で

に
支

払
わ

れ
る

べ
き

給
与

又
は

退
職

手
当

等
の

額
が

未
徴

収
税

額
（

ウ
）

以
下

で
あ

る
た

め

３
．

死
亡

に
よ

る
退

職
で

あ
る

た
め

給
与

支
払

報
告

特
別

徴
収

第第 十十 八八 号号 様様 式式 （ 用 紙 日 本 産 業 規 格 Ａ ４ ） （ 第 十 条 関 係 ）

年
 
度

１
．
現
年
度
　
　
２
．
新
年
度
　
　
３
．
両
年
度

給 与 支 払 者

義 務 者

特 別 徴 収

所
　

在
　

地
〒

特
別
徴
収
義
務
者

指
　
定
　
番
　
号

（
宛

先
）

旭
　

市
長

宛
 
名
 
番
 
号

フ
リ

ガ
ナ

連 絡 先

担 当 者

所
 
属

氏
名

又
は

名
称

氏
 
名

令
和
　
　
年
　
　
月
　
　
日
提
出
 

電
 
話

個
人

番
号

又
は

法
人

番
号

 
←

個
人

番
号

の
記

載
に

当
た

っ
て

は
、

　
 
左

端
を

空
欄

と
し

右
詰

め
で

記
載

給 与 所 得 者

フ
リ

ガ
ナ

異
　

動
　

の
　

事
　

由

氏
　

名
（

ア
）

（
イ

）
（

ウ
）

受
給
者
番
号

１
月

１
日

現
在

の
住

所

円
異
動
後
の

住
 
所

内
線

（
　

　
 
　

　
）

異
動

後
の

未
徴

収
異

 
 
　

動
年

 
月

 
日

生
年

月
日

年
月

日
　

特
別

徴
収

税
額

（
年

税
額

）
徴

収
済

額
未

徴
収

税
額

（
ア

）
－

（
イ

）
税

額
の

徴
収

方
法

個
人

番
号

１
．

２
．

３
．

特
別

徴
収

継
続

一
括

徴
収

普
通

徴
収

月
か

ら

月
ま

で

月
か

ら

月
ま

で

年 月

１
．

２
．

３
．

４
．

５
．

６
．

７
．

退
職

転
勤

休
職

・
長

欠
死

亡
支

払
少

額
・

不
定

期
合

併
・

解
散

そ
の

他

日
円

円
(

本
人

納
付

)

１
．

特
別

徴
収

継
続

の
場

合

新
し

い
勤

務
先

へ
は

、
月

割
額

円
を

月
分

（
翌

月
1
0
日

納
入

期
限

分
）

か
ら

徴
収

し
、

納
入

す
る

よ
う

連
絡

済
み

で
す

。

特 別 徴 収 義 務 者

新 し い 勤 務 先

特
別
徴
収
義
務
者

指
　
定
　
番
　
号

新
規

法
 
人
 
番
 
号

所
　

在
　

地

〒
担 当 者 連 絡 先

所 属 氏 名
フ

リ
ガ

ナ
受

給
者

番
号

氏
名

又
は

名
称

電 話
内

線
（

　
　

 
　

　
）

納
入

書
の

要
否

（
新
規
の
場
合
の
み

記
載
）

１
．

必
要

　
２

．
不

要

２
．

一
括

徴
収

の
場

合
左

記
の

一
括

徴
収

し
た

税
額

は
、

月
分

（
翌

月
1
0
日

納
入

期
限

分
）

で
納

入
し

ま
す

。

理 由

１
．

異
動

が
令

和
　

年
1
2
月

3
1
日

ま
で

で
、

一
括

徴
収

の
申

出
が

あ
っ

た
た

め

２
．

異
動

が
令

和
　

年
１

月
１

日
以

降
で

、
特

別
徴

収
の

継
続

の
申

出
が

な
い

た
め

徴
収

予
定

月
日

徴
収
予
定
額

（
上
記
（
ウ
）
と
同
額
）

月
日

円

３
．

普
通

徴
収

の
場

合
※ 市 町 村 記 入 欄

理 由

に
係

る
給

与
所

得
者

異
動

届
出

書

右
か
ら

番
号
を

記
入

右
か
ら

番
号
を

記
入

事
由
・
理
由

右
か
ら

番
号
を

記
入

右
か
ら

番
号
を

記
入

右
か
ら

番
号
を

記
入

（ ）

［
提

出
先

］
〒

2
8
9
-
2
5
9
5
　

千
葉

県
旭

市
ニ

の
2
1
3
2
番

地
　

旭
市

役
所

税
務

課
課

税
班

01
2-
34
56

〇
〇
県
×
×
市
△
△
１
－
２
－
３

カ
ブ
シ
キ
ガ
イ
シ
ャ
　
マ
ル
バ
ツ
シ
ョ
ウ
ジ

株
式
会
社
　
〇
×
商
事

12
-3
45
67

12
34

人
事
課
人
事
労
務
係

特
徴
　
花
子

00
0-
00
0-
00
00
12
3

ア
サ
ヒ
　
　イ
チ
ロ
ウ

旭
　
　
一
郎

昭
和
50
　
　
　
　1
　
　
　
　
1

旭
市
ニ
の
21
32

12
34
56

14
0,
00
0

6 8 35
,6
00

9 5 10
4,
40
0

XX

8 31

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

（
普
通
徴
収
記
載
例
）

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

3
1

８
月
末
で
退
職
し
た
給
与
所
得
者
の
徴
収
方
法
を
、
９
月
分
か
ら
普
通
徴
収
に

変
更
す
る
場
合
。

（
ア
）
特
別
徴
収
税
額（
年
税
額
）
14
0,
00
0円
（
6月
か
ら
翌
年
5月
分
）

（
イ
）
徴
収
済
額
　
　
　
　
　
　
 
35
,6
00
円（
6月
か
ら
8月
分
）

（
ウ
）
未
徴
収
税
額
　
　
　
　
　
 1
04
,4
00
円
(9
月
か
ら
翌
年
5月
分
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
↑

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 普
通
徴
収
税
額

１
．

異
動

が
令

和
　

年
1
2
月

3
1
日

ま
で

で
、

一
括

徴
収

の
申

出
が

な
い

た
め

２
．

令
和

　
年

５
月

3
1
日

ま
で

に
支

払
わ

れ
る

べ
き

給
与

又
は

退
職

手
当

等
の

額
が

未
徴

収
税

額
（

ウ
）

以
下

で
あ

る
た

め

３
．

死
亡

に
よ

る
退

職
で

あ
る

た
め

給
与

支
払

報
告

特
別

徴
収

第 第 十十 八八 号号 様様 式式 （ 用 紙 日 本 産 業 規 格 Ａ ４ ） （ 第 十 条 関 係 ）

年
 
度

１
．
現
年
度
　
　
２
．
新
年
度
　
　
３
．
両
年
度

給 与 支 払 者

義 務 者

特 別 徴 収

所
　

在
　

地
〒

特
別
徴
収
義
務
者

指
　
定
　
番
　
号

（
宛

先
）

旭
　

市
長

宛
 
名
 
番
 
号

フ
リ

ガ
ナ

連 絡 先

担 当 者

所
 
属

氏
名

又
は

名
称

氏
 
名

令
和
　
　
年
　
　
月
　
　
日
提
出
 

電
 
話

個
人

番
号

又
は

法
人

番
号

 
←

個
人

番
号

の
記

載
に

当
た

っ
て

は
、

　
 
左

端
を

空
欄

と
し

右
詰

め
で

記
載

給 与 所 得 者

フ
リ

ガ
ナ

異
　

動
　

の
　

事
　

由

氏
　

名
（

ア
）

（
イ

）
（

ウ
）

受
給
者
番
号

１
月

１
日

現
在

の
住

所

円
異
動
後
の

住
 
所

内
線

（
　

　
 
　

　
）

異
動

後
の

未
徴

収
異

 
 
　

動
年

 
月

 
日

生
年

月
日

年
月

日
　

特
別

徴
収

税
額

（
年

税
額

）
徴

収
済

額
未

徴
収

税
額

（
ア

）
－

（
イ

）
税

額
の

徴
収

方
法

個
人

番
号

１
．

２
．

３
．

特
別

徴
収

継
続

一
括

徴
収

普
通

徴
収

月
か

ら

月
ま

で

月
か

ら

月
ま

で

年 月

１
．

２
．

３
．

４
．

５
．

６
．

７
．

退
職

転
勤

休
職

・
長

欠
死

亡
支

払
少

額
・

不
定

期
合

併
・

解
散

そ
の

他

日
円

円
(

本
人

納
付

)

１
．

特
別

徴
収

継
続

の
場

合

新
し

い
勤

務
先

へ
は

、
月

割
額

円
を

月
分

（
翌

月
1
0
日

納
入

期
限

分
）

か
ら

徴
収

し
、

納
入

す
る

よ
う

連
絡

済
み

で
す

。

特 別 徴 収 義 務 者

新 し い 勤 務 先

特
別
徴
収
義
務
者

指
　
定
　
番
　
号

新
規

法
 
人
 
番
 
号

所
　

在
　

地

〒
担 当 者 連 絡 先

所 属 氏 名
フ

リ
ガ

ナ
受

給
者

番
号

氏
名

又
は

名
称

電 話
内

線
（

　
　

 
　

　
）

納
入

書
の

要
否

（
新
規
の
場
合
の
み

記
載
）

１
．

必
要

　
２

．
不

要

２
．

一
括

徴
収

の
場

合
左

記
の

一
括

徴
収

し
た

税
額

は
、

月
分

（
翌

月
1
0
日

納
入

期
限

分
）

で
納

入
し

ま
す

。

理 由

１
．

異
動

が
令

和
　

年
1
2
月

3
1
日

ま
で

で
、

一
括

徴
収

の
申

出
が

あ
っ

た
た

め

２
．

異
動

が
令

和
　

年
１

月
１

日
以

降
で

、
特

別
徴

収
の

継
続

の
申

出
が

な
い

た
め

徴
収

予
定

月
日

徴
収
予
定
額

（
上
記
（
ウ
）
と
同
額
）

月
日

円

３
．

普
通

徴
収

の
場

合
※ 市 町 村 記 入 欄

理 由

に
係

る
給

与
所

得
者

異
動

届
出

書

右
か
ら

番
号
を

記
入

右
か
ら

番
号
を

記
入

事
由
・
理
由

右
か
ら

番
号
を

記
入

右
か
ら

番
号
を

記
入

右
か
ら

番
号
を

記
入

（ ）

［
提

出
先

］
〒

2
8
9
-
2
5
9
5
　

千
葉

県
旭

市
ニ

の
2
1
3
2
番

地
　

旭
市

役
所

税
務

課
課

税
班

01
2-
34
56

〇
〇
県
×
×
市
△
△
１
－
２
－
３

カ
ブ
シ
キ
ガ
イ
シ
ャ
　
マ
ル
バ
ツ
シ
ョ
ウ
ジ

株
式
会
社
　
〇
×
商
事

12
-3
45
67

12
34

人
事
課
人
事
労
務
係

特
徴
　
花
子

00
0-
00
0-
00
00
12
3

ア
サ
ヒ
　
　イ
チ
ロ
ウ

旭
　
　
一
郎

昭
和
50
　
　
　
　1
　
　
　
　
1

旭
市
ニ
の
21
32

12
34
56

14
0,
00
0

6 8 35
,6
00

9 5 10
4,
40
0

XX

8 31

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

（
一
括
徴
収
記
載
例
）

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2
1

1
9　
 2
0

10
4,
40
0

9 一
括
で
徴
収
し
た
税
額
を
納
入
す
る
月

※
１
月
以
降
の
退
職
の
場
合
は
、
原
則

一
括
徴
収
が
基
本
と
な
り
ま
す
。

８
月
末
で
退
職
し
た
給
与
所
得
者
の
徴
収
方
法
を
、
９
月
分
で
一
括
し
て

納
入
す
る
場
合
。

（
ア
）
特
別
徴
収
税
額（
年
税
額
）
14
0,
00
0円
（
6月
か
ら
翌
年
5月
分
）

（
イ
）
徴
収
済
額
　
　
　
　
　
　
 
35
,6
00
円（
6月
か
ら
8月
分
）

（
ウ
）
未
徴
収
税
額
　
　
　
　
　
 1
04
,4
00
円
(9
月
か
ら
翌
年
5月
分
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
↑

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 一
括
徴
収
税
額
(納
入
額
と
同
額
）

3



（
宛

先
）

旭
　

市
長

市
町

村
使

用
欄

特
別

徴
収

切
替

届
出

（
依

頼
）
書

給 与 支 払 者

（

所
在

地
（
住

 所
）

〒
１

２
３

―
４

５
６

７

提
出

1
1

×
×

 年
　

○
○

月
　

△
△

 日
特 別 徴 収 義 務 者

【
提

出
先

】
　

〒
２

８
９

―
２

５
９

５
　

　
千

葉
県

旭
市

二
の

２
１

３
２

番
地

　
　

旭
市

役
所

税
務

課
課

税
班

〇
〇

県
×

×
市

△
△

１
－

２
－

３

株
式

会
社

　
〇

×
商

事

カ
ブ

シ
キ

ガ
イ

シ
ャ

　
マ

ル
バ

ツ
シ

ョ
ゥ

ジ

代
表

取
締

役
　

特
徴

　
太

郎

1
1

1

【
 添

付
書

類
 】

　
１

．
　

普
通

徴
収

の
納

付
書

　
（
二

重
納

付
防

止
の

た
め

、
残

り
の

納
付

書
（
納

期
未

到
来

分
）
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。
）

　
　

　
  
※

 す
で

に
納

付
済

み
の

分
や

口
座

振
替

の
場

合
は

不
要

で
す

。

【
 注

意
事

項
 】

　
１

．
　

普
通

徴
収

の
納

期
限

を
過

ぎ
た

も
の

は
、

特
別

徴
収

へ
の

切
替

が
で

き
ま

せ
ん

。
本

人
が

納
め

る
よ

う
に

必
ず

お
伝

え
く

だ
さ

い
。

　
　

　
  
※

 普
通

徴
収

の
納

期
限

は
年

４
回

あ
る

た
め

、
特

別
徴

収
へ

の
切

替
は

、
２

か
月

程
度

の
余

裕
を

持
っ

て
行

っ
て

く
だ

さ
い

（
市

町
村

ご
と

に
通

知
の

発
送

期
日

が
異

な
る

た
め

）
。

　
３

．
　

用
紙

が
足

り
な

い
場

合
に

は
、

コ
ピ

ー
し

て
お

使
い

く
だ

さ
い

。

ア
サ

ヒ
　

イ
チ

ロ
ウ

旭
市

二
の

２
１

３
２

　
※

 普
通

徴
収

の
納

期
限

を
過

ぎ
た

も
の

は
、

特
別

徴
収

へ
の

生
 年

 月
 日

　
　

昭
 和

　
 ・

  
平

成
　

　
　

　
　

５
０

　
　

年
　

　
　

　
　

１
　

月
　

　
　

　
　

１
　

日

　
期

別
を

○
で

囲
ん

で
く

だ
さ

い
。

氏
　

　
　

　
名

　
〔
 　

１
　

・
　

２
　

・
　

３
　

・
　

４
　

 〕
 期

  
以

降
を

切
替

希
望

特
 別

 徴
 収

開
始

予
定

月
 　

　
　

９
　

月
分

 （
　

　
１

０
　

月
　

　
１

０
　

日
納

期
分

）
 か

ら

１
月

１
日

現
在

の
　

住
　

所

 特
別

徴
収

を
開

始
し

ま
す

。

届
 出

 理
 由

受
給

者
番

号
（

　
　

　
　

　
　

　
　

）

　
２

．
　

６
５

歳
以

上
の

方
に

つ
い

て
は

、
年

金
所

得
に

係
る

税
額

を
給

与
か

ら
の

特
別

徴
収

に
追

加
す

る
こ

と
は

で
き

ま
せ

ん
。

現
在

の
住

所

〒
　

　
　

　
　

―
※

 １
月

１
日

現
在

の
住

所
と

違
う

場
合

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

月
　

 割
　

 額
の

　
 連

　
 絡

　
必

要
な

場
合

の
み

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

 　
　

　
９

　
月

　
　

１
０

　
日

　
ま

で
に

通
知

書
が

必
要

 ※
 通

知
書

が
間

に
合

わ
な

い
場

合
の

み
電

話
連

絡
し

ま
す

。

給 与 所 得 者

フ
 リ

 ガ
 ナ

旧
　

　
姓

普
 通

 徴
 収

切
 替

 期
 別

　
　

　
切

替
が

で
き

ま
せ

ん
。

旭
　

一
郎

 １
．

入
社

　
　

　
２

．
そ

の
他

（　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 ）

〒
２

８
９

　
―

　
２

５
９

５

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

0
0
0
-
0
0
0
-
0
0
0
0

特
別

徴
収

義
務

者

指
　
定

　
番

　
号

※
市

町
村

ご
と

に
異

な
り

ま
す

 新
規

の
場

合
、

納
入

書
 （

　
要

　
・
　

不
要

　
）

電
話

担
当

者
連

絡
先

係
人

事
課

人
事

労
務

係

特
徴

　
花

子

フ
リ

ガ
ナ

名
　

 称
（
氏

 名
）

氏
名

代
 表

 者
職

 氏
 名

）

法
人

番
号

1
1

1
1

1
1

1
1

記
載
例

記
載
例 【

提
出

先
】
　

〒
２

８
９

―
２

５
９

５
　

　
千

葉
県

旭
市

二
の

２
１

３
２

番
地

　
　

旭
市

役
所

税
務

課
課

税
班

※
法

人
化

や
個

人
事

業
化

で
は

、
指

定
番

号
が

変
更

に
な

り
ま

す
。

統 合 ・ 合 併 ・ 分 割 後 の 指 定 番 号

法
人

番
号

  
３

．
旧

特
別

徴
収

義
務

者
の

指
定

番
号

を
継

続
使

用
す

る
。

統 合 ・ 合 併 ・ 分 割 さ れ る 事 業 所

所
  
在

  
地

〒
　

　
　

　
　

　
―

  
１

．
指

定
番

号
を

新
規

に
取

得
す

る
。

※
 別

途
、

給
与

所
得

者
異

動
届

出
書

を
必

ず
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

フ
 リ

 ガ
 ナ

  
２

．
統

合
・
合

併
・
分

割
先

の
指

定
番

号
を

使
用

す
る

。
名

　
　

　
称

※
 別

途
、

給
与

所
得

者
異

動
届

出
書

を
必

ず
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

指
定

番
号

※
市

町
村

ご
と

に
異

な
り

ま
す

特
別

徴
収

義
務

者

指
定

番
号

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0 人

事
課

人
事

労
務

係

特
徴

　
花

子

○
○

ケ
ン

×
×

シ
△

△
チ

バ
ケ

ン
ア

サ
ヒ

シ
ニ

ノ

1
1

1
1

1
1

〇
〇

県
×

×
市

△
△

１
－

２
－

３

株
式

会
社

　
〇

×
商

事

特
別

徴
収

義
務

者

指
　
定

　
番

　
号

※
市

町
村

ご
と

に
異

な
り

ま
す

係

電
話

番
号

　
　

　
　

　
―

　
　

　
　

　
　

　
　

―
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
内

線
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
指

定
番

号
※

市
町

村
ご

と
に

異
な

り
ま

す

（
 該

当
番

号
に

○
 ）

  
７

．
合

併
に

よ
る

変
更

 【
下

欄
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
】
　

　
　

　
 ８

．
分

割
に

よ
る

変
更

 【
下

欄
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
】
　

　
　

　
 ９

．
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

※
市

町
村

ご
と

に
異

な
り

ま
す

フ
  
リ
  
ガ

  
ナ

所
  
 在

  
 地

（
送

  
 付

  
 先

）

〒
１

２
３

―
４

５
６

７
〒

２
８

９
―

２
５

９
５

フ
  
リ
  
ガ

  
ナ

電
 話

 番
 号

　
　

　
　

　
　

　
　

―
　

　
　

　
　

　
　

　
　

―
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
内

線
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

　
　

　
　

　
　

　
　

―
　

　
　

　
　

　
　

　
　

―
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
内

線
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

変
 更

 理
 由

名
  
  
  
  
 称

〇
〇

県
×

×
市

△
△

１
－

２
－

３
千

葉
県

旭
市

二
の

２
１

３
２

  
１

．
事

務
所

等
移

転
　

　
  
２

．
送

付
先

変
更

　
　

  
３

．
社

名
（
名

称
）
変

更
　

　
  
４

．
法

人
化

　
　

  
５

．
個

人
事

業
化

　
　

  
６

．
給

与
事

務
の

統
合

 【
下

欄
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
】

◆
　

誤
読

を
避

け
る

た
め

、
必

ず
フ

リ
ガ

ナ
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
変

更
年

月
日

令
和

　
○

○
 年

　
△

△
 月

　
　

×
×

 日
◆

　
代

表
者

の
み

の
変

更
の

場
合

は
、

提
出

不
要

で
す

。

事
  
  
  
  
 項

変
　

更
　

前
　

（
　

旧
　

）
　

　
　

　
※

 変
更

項
目

の
み

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
変

　
更

　
後

　
（
　

新
　

）
　

　
　

　
※

 変
更

項
目

の
み

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

（ 特 別 徴 収 義 務 者

×
×

 年
　

○
○

月
　

△
△

 日

担
当

者
連

絡
先

名
  
 称

（
氏

 名
）

1
1

氏
名

代
 表

 者
職

 氏
 名

電
話

0
0
0
-
0
0
0
-
0
0
0
0

（
宛

先
）

旭
市

長

市
町

村
使

用
欄

特
別

徴
収

義
務

者
の

所
在

地
・
名

称
変

更
届

出
書

給 与 支 払 者

所
在

地
（
住

 所
）

〒
１

２
３

―
４

５
６

７
※

 届
出

時
点

で
の

所
在

地
・
名

称
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

提
出

1
1

1
法

人
番

号

）

1
1

代
表

取
締

役
　

特
徴

　
太

郎
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１．異動が令和　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．令和　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

３．死亡による退職であるため

給与支払報告
特 別 徴 収

第第
十十
八八
号号
様様
式式
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
Ａ
４
）
（
第
十
条
関
係
）

年 度 １．現年度　　２．新年度　　３．両年度

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

所　在　地
〒 特別徴収義務者

指　定　番　号

（宛先）旭　市長 宛 名 番 号

フリガナ

連

絡

先

担

当

者

所 属

氏名又は名称 氏 名
令和　　年　　月　　日提出 

電 話個人番号
又は法人番号

 ←個人番号の記載に当たっては、
　 左端を空欄とし右詰めで記載

給

与

所

得

者

フリガナ

異　動　の　事　由

氏　名 （ア） （イ） （ウ）

受給者番号

１月１日
現在の住所

円
異動後の
住 所

内線（　　 　　）

異 動 後 の 未 徴 収
異  　動
年 月 日生年月日 年 月 日　 特別徴収税額

（年税額）
徴収済額 未徴収税額

（ア）－（イ）
税 額 の 徴 収 方 法

個人番号

１．

２．

３．

特別 徴収 継続

一 括 徴 収

普 通 徴 収

月から

月まで

月から

月まで

年

月

１．
２．
３．
４．
５．
６．
７．

退 職
転 勤
休 職 ・ 長 欠
死 亡
支払少額・不定期
合 併 ・ 解 散
そ の 他

日円 円 ( 本 人 納 付 )

１．特別徴収継続の場合

新しい勤務先へは、月割額 円を

月分（翌月10日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。

特
別
徴
収
義
務
者

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務者
指　定　番　号

新規 法 人 番 号

所　在　地

〒
担

当

者

連

絡

先

所

属

氏

名
フリガナ

受 給 者 番 号

氏名又は名称 電

話 内線（　　 　　）

納入書の要否
（新規の場合のみ

記載）

１．必要　２．不要

２．一括徴収の場合
左記の一括徴収した税額は、

月分（翌月10日納入期限分）

で納入します。

理

由

１．異動が令和　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

２．異動が令和　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がない
ため

徴収予定月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

月 日 円

３．普通徴収の場合 ※
市
町
村
記
入
欄

理

由

に係る給与所得者異動届出書

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

事由・理由

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

（

）

［提出先］〒289-2595　千葉県旭市ニの2132番地　旭市役所税務課課税班 5



受給者番号（　　　　　　　　）

市町村使用欄特別徴収切替届出（依頼）書

給
与
支
払
者

（ 所在地
（住 所）

〒　　　　　　―

提出

特別徴収義務者

指　定　番　号

※市町村ごと
に異なります

　　　 年　　　 月　　　 日 特
別
徴
収
義
務
者

 新規の場合、納入書 （　要　・　不要　）フリガナ

名　 称
（氏 名）

担当者
連絡先

係

氏名代 表 者
職 氏 名（宛先） 旭　市長 ）

電話 　　　　　　　―　　　　　　　 ―法人番号

給
与
所
得
者

フ リ ガ ナ 旧　　姓

普 通 徴 収
切 替 期 別

　期別を○で囲んでください。

氏　　　　名
　〔 　１　・　２　・　３　・　４　 〕 期  以降を切替希望

　※ 普通徴収の納期限を過ぎたものは、特別徴収への

生 年 月 日 　　昭 和　 ・  平成　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日　
　　　切替ができません。

特 別 徴 収
開始予定月

 　　　　　　月分 （　　　　　月　　　　　日納期分） から

１月１日現在
の　住　所

〒　　　　　―
 特別徴収を開始します。

届 出 理 由  １．入社　　　２．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

現在の住所

〒　　　　　― ※ １月１日現在の住所と違う場合に記入してください。

月　 割　 額
の　 連　 絡

　必要な場合のみ記入してください。

 　　　　　　月　　　　　日　までに通知書が必要

 ※ 通知書が間に合わない場合のみ電話連絡します。

　２．　６５歳以上の方については、年金所得に係る税額を給与からの特別徴収に追加することはできません。

　３．　用紙が足りない場合には、コピーしてお使いください。

【提出先】　〒２８９―２５９５　　千葉県旭市二の２１３２番地　　旭市役所税務課課税班

【 添付書類 】

　１．　普通徴収の納付書　（二重納付防止のため、残りの納付書（納期未到来分）を添付してください。）

　　　  ※ すでに納付済みの分や口座振替の場合は不要です。

【 注意事項 】

　１．　普通徴収の納期限を過ぎたものは、特別徴収への切替ができません。本人が納めるように必ずお伝えください。

　　　  ※ 普通徴収の納期限は年４回あるため、特別徴収への切替は、２か月程度の余裕を持って行ってください（市町村ごとに通知の発送期日が異なるため）。
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市町村使用欄特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書

給
与
支
払
者

所在地
（住 所）

〒　　　　　　― ※ 届出時点での所在地・名称を記入してください。

提出

法人番号）

特別徴収義務者

指　定　番　号
※市町村ごと
に異なります

（

特
別
徴
収
義
務
者

　　　 年　　　 月　　　 日

担当者
連絡先

係名   称
（氏 名）

氏名代 表 者
職 氏 名

電話 　　　　　　　―　　　　　　　 ―（宛先） 旭市長

◆　誤読を避けるため、必ずフリガナを記入してください。
変更年月日 令和　　　　 年　　　　 月　　　　 日◆　代表者のみの変更の場合は、提出不要です。

事         項 変　更　前　（　旧　）　　　　※ 変更項目のみ記入してください。 変　更　後　（　新　）　　　　※ 変更項目のみ記入してください。

（ 該当番号に○ ）   ７．合併による変更 【下欄を記入してください。】　　　　 ８．分割による変更 【下欄を記入してください。】　　　　 ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

フ  リ  ガ  ナ

所   在   地
（送   付   先）

〒　　　　　　― 〒　　　　　　―

フ  リ  ガ  ナ

名         称

電 話 番 号 　　　　　　　　―　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　（内線　　　　　　　　　　） 　　　　　　　　―　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　（内線　　　　　　　　　　）

変 更 理 由   １．事務所等移転　　  ２．送付先変更　　  ３．社名（名称）変更　　  ４．法人化　　  ５．個人事業化　　  ６．給与事務の統合 【下欄を記入してください。】

名　　　称
※ 別途、給与所得者異動届出書を必ず提出してください。

指定番号
※市町村ごと
に異なります

特別徴収義務者

指定番号
※市町村ごと
に異なります

【提出先】　〒２８９―２５９５　　千葉県旭市二の２１３２番地　　旭市役所税務課課税班
※法人化や個人事業化では、指定番号が変更になります。

統
合
・

合
併
・

分
割
後
の
指
定
番
号

電話番号 　　　　　―　　　　　　　　―　　　　　　　　　　（内線　　　　　　　　　）指定番号
※市町村ごと
に異なります

法人番号  ３．旧特別徴収義務者の指定番号を継続使用する。

統
合
・
合
併
・
分
割
さ
れ
る
事
業
所

所  在  地
〒　　　　　　―

  １．指定番号を新規に取得する。

※ 別途、給与所得者異動届出書を必ず提出してください。
フ リ ガ ナ

  ２．統合・合併・分割先の指定番号を使用する。
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指 定 通 知 書

年 月 日

ゆうちょ銀行　　　店長・　　　郵便局長様ゆうちょ銀行・郵便局を利用される場合

　旭市から初めて市民税・県民税特別徴収義務者に指定された

事業所で、ゆうちょ銀行・郵便局を通じて払込みを希望される

場合は、右の指定通知書に日付、ゆうちょ銀行・郵便局名を記

入し当該ゆうちょ銀行・郵便局に納入の際、提出してください。

　ゆうちょ銀行・郵便局が指定されませんと払込みの扱いを

拒否される場合がありますのでご注意ください。

　なお、手続きは最寄りのゆうちょ銀行・郵便局で結構です。

千葉県　　旭 市 長

　貴店・局を地方税法第321条の5第4項の規定に

基づいて、当市の市民税・県民税特別徴収税額の納

入取扱ゆうちょ銀行・郵便局に指定しましたので通

知します。

１　認 可 番 号　　　東京業２第　　1 4 3 3 番

２　口 座 番 号　　　00140 – 6 – 9 60158 番

３　加入者の名称　　　旭 市 会 計 管 理 者

４　取りまとめ店　　　ゆうちょ銀行東京貯金事務センター
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